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母子保健計画について 

 

 

母子保健対策については、平成８年度より、住民に必要な母子保健サービスを適

切に提供できるよう、地域の母子の健康や生活環境の向上を図るための体制の確立

に向けた母子保健計画の策定、概ね５年を計画期間とした見直しを通じて、効果的

な母子保健施策の推進を図っているところである。 

他方、平成２７年度から子ども・子育て支援新制度が施行される予定であるとと

もに、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）が１０年間延長さ

れることとなり、母子保健対策についても、これらの動向等を踏まえる必要がある。

また、「少子化危機突破のための緊急対策」（平成２５年６月７日少子化社会対策会

議）や「社会保障制度改革国民会議～確かな社会保障を将来世代に伝えるための道

筋」（同年８月６日同会議）でも指摘されているように、近年の妊産婦や子育て世

帯を取り巻く環境の変化等を踏まえ、子育て支援の充実に加え、妊娠・出産支援の

充実を図るとともに、妊娠・出産・子育てへの連続的支援を提供することができる

体制づくりが求められている。 

こうした中で、「「健やか親子２１（第２次）」について 検討会の報告書の送付、

及びこれを踏まえた取組の推進について」（平成２６年５月１３日雇児発０５１３

第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）でお示ししたとおり、母子保健対

策の主要な取組を提示するビジョンである「健やか親子２１」について、これまで

の取組の評価を行うとともに、今後の取組の方向性等を「健やか親子２１（第２次）」

としてとりまとめたところである。 

同報告書においては、取組の評価を踏まえた母子保健分野における課題等が示さ

れるとともに、地域間の健康格差の解消のために、母子保健計画等において計画期

間と達成すべき具体的課題を明確にした目標の設定が必要であることや、母子保健

事業を評価する仕組みの必要性等が指摘されている。こうした「健やか親子２１（第

２次）」の趣旨を踏まえ、今般、母子保健計画の策定に当たり参考になるものとし

て、別紙のとおり母子保健計画策定指針をお示しすることとした。 

各地方公共団体については、上記の趣旨を踏まえ、同指針の内容を御了知いただ

各  殿 



 
 

くとともに、今後の母子保健計画の策定又は見直しの際に参考とされたい。併せて、

同計画の策定等に当たっては、他の関係する計画との整合性を確保するとともに、

医療、福祉、教育等の関係行政機関、関係団体等との連携に努めるよう留意された

い。 



 
 

（別紙） 

母子保健計画策定指針 

 

第１ 母子保健計画策定指針について 

  母子保健計画は、母子保健に関する効果的な施策を総合的に推進するため、妊

娠、出産、その他子育てに関する現状分析と今後の望ましい方向性等について検

討を加え、地域の母子の健康や生活環境の向上を図るための体制の確立や、効果

的な母子保健施策の推進に資するものである。このため、各地方公共団体におい

ては、母子保健計画を策定することが求められる。 

  本指針は、各地方公共団体において母子保健計画を策定する際の参考となるも

のを手引きの形で示したものである。 

 

第２ 母子保健計画の策定について 

１ 母子保健計画策定の趣旨 

少子化等に伴い子育て環境が変化する中で、安心して子どもを産み、子ども

がより健やかに育まれるためには、医療や福祉、教育等の諸施策との地域での

連携のもと、切れ目なく母子保健サービスが提供されることが重要となる。ま

た、日本のどこにおいても一定の質の母子保健サービスが受けられ生命が守ら

れるためには、地域間での健康格差の解消や、疾病や障害、経済的な状況等の

個人や家庭環境の違い、多様性を踏まえた母子保健サービスの展開が求められ

ている。 

具体的には、母子保健に関する調査を通じて把握した状況に基づき、目指す

べき姿を定めた上で、課題を抽出し、課題の解決に向けた数値目標の設定及び

施策の明示、それらの進捗状況の評価等を実施することが重要であり、そのた

めに、市町村又は都道府県ごとに、計画を策定し評価していくことが有効であ

る。また、その際には、母子保健計画全体として効果を発揮しているかという

観点も踏まえ、個々の施策や数値目標並びに目指すべき姿への達成状況の評価

を行い、その評価結果を踏まえ、施策に反映させるとともに、必要に応じて母

子保健計画の見直しを行うことが必要である。 

 

２ 母子保健計画の策定の主体 

母子保健計画は、市町村及び都道府県が策定するものとする。 

 

３ 母子保健計画の内容 

21 世紀の母子保健の主要な取組を提示するビジョンであり、関係者、関係機

関・団体が一体となって、その達成に向けて取り組む国民運動計画である「健

やか親子２１（第２次）」で示された課題や指標を基本とし、母子保健計画を

策定するものとする。 

特に、都道府県は、県内の母子保健の状況の全体像を把握するだけでなく、

市町村間の健康格差の状況、全国の母子保健の状況との比較等の広域的かつ専



 
 

門的な視点に立って、県内の課題の把握等を行い、計画を策定すること。 

⑴ 母子保健計画の基本的な考え方 

母子保健計画を策定するに当たって、策定の趣旨や、基本理念、母子保健

計画の位置付け、計画の対象期間を明示すること。このうち、母子保健計画

の位置付けについては、保健、福祉等他の関連する分野の内容を含む包括的

な計画を策定している場合には、母子保健計画との関係も明示すること。 

⑵ 母子保健に関する地域の状況（地域の状況に関する指標、サービス提供の

現状等） 

母子保健計画の前提条件となる地域の状況について記載する。その際、母

子保健に関する事項の他、公衆衛生及び社会福祉に関する事項並びに社会経

済状況等に関する事項を記載することが考えられる。参考として、地域の状

況に関する指標やサービス提供の状況に関する事項として考えられるもの

を次に示す。 

ア 人口動態（母子保健水準を示す指標を含む。また、その推移、将来推計

を含む。） 

出生数、乳児死亡数、人工妊娠中絶率 等 

イ 母子の健康状況 

乳幼児のむし歯の罹患者数 等 

ウ 母子保健サービス提供の状況 

母子保健計画には、母子保健サービス提供の状況を把握し、評価した上

で、その概要及び問題点を記載する。その際、公的サービスについてはも

ちろん、母子保健推進員、愛育班等の活動についても記載する。併せて、

地域の福祉、教育等関連施策と母子保健との連携についても記載すること。 

⑶ 課題と指標の目標設定等 

「健やか親子２１（第２次）」で示された課題や指標を基本とし、母子保健

計画を策定する。「すべての子どもが健やかに育つ社会」の 10 年後の実現に

向け、「健やか親子２１（第２次）」の指標について、地域の母子保健水準や

状況に応じた具体的な目標設定をする。この場合、地域の状況に応じて、こ

れに加えて独自の指標を設定することも望ましく、独自に設定した指標が全

国において参考になると考えられる場合は、適宜、厚生労働省に報告するこ

と。 

また、中期的視点に立った計画を立案することが望ましいが、その際目標

達成に向けた年次ごとの具体的な取組を検討することが重要である。具体的

な取組について検討する際には、「健やか親子２１（第２次）」で示している

具体的な取組方策の例示を参考とされたい。 

⑷ 評価及び見直し 

設定した数値目標等を基に、達成状況を検証し、次の母子保健計画の見直

しに反映させることが求められる。評価及び見直しについては、次に掲げる

項目をあらかじめ母子保健計画に記載すること。 

ア 目標等 

イ 目標を達成するための推進体制及び関係者の責務と役割 



 
 

ウ 目標の達成に要する期間 

エ 目標を達成するための方策 

オ 評価及び見直し 

カ 進捗状況及び評価結果の広報、周知方法 

 

４ 母子保健計画策定の手順等 

母子保健担当部局を中心として母子保健計画を策定するものとし、保健、医

療、福祉及び教育の連携を確保するため、児童福祉担当部局、教育委員会をは

じめとする関係部門との緊密な連携を図ること。 

母子保健計画を策定する際、技術的見地から見て、全国に共通すると考えら

れる手順等を参考までに示す。また、策定又は見直しに当たっては、「母子保

健施策の実施について」（平成８年児発第 933 号厚生省児童家庭局長通知）の

別紙「都道府県等及び市町村における母子保健事業指針」の内容にも留意する

こと。 

⑴ 市町村が策定する母子保健計画について 

市町村は、各母子保健事業の主たる実施者であることから、事業の実施等

を通じて課題を把握するとともに、これに対する対応を検討して事業に反映

させ、きめ細かな支援につなげていくことが重要であることを念頭において、

母子保健計画を策定すること。 

ア 体制の整備（母子保健と医療、福祉、教育等との連携体制の構築）、協

議の場の設置 

母子保健計画の策定に当たっては、関係行政機関、関係団体等との協議

の場を設けるなど、関係者の十分な連携の下に進めることが望ましい。具

体的には、母子保健や医療、福祉、教育等の関係部局や関係機関・団体、

有識者、住民の代表等から構成される母子保健連絡協議会を設置するなど、

策定に当たっての体制整備をすることが求められる。 

なお、保健所を持たない市町村については、当該地域を所管する保健所

との連携を図ることも重要である。 

イ 母子保健の現状把握・分析、住民のニーズ等の把握 

    市町村は、母子保健サービス利用者の意向及び生活実態並びに、サービ

スの量的及び質的なニーズを把握し分析した上で、市町村母子保健計画を

策定することが求められる。このため、サービス対象者に対するニーズ調

査を行うことが望ましい。 

ウ 協議の場での検討（母子保健計画の目的、基本理念や骨子、課題や指標

の数値目標、評価・見直し、結果の公表について等） 

    市町村は、住民のニーズや実態に応じたきめ細かな支援に結びつける必

要がある。このため、母子保健計画の進捗状況を管理し、定期的に評価し、

結果を公表することが求められるものである。その具体的な方策、内容等

については関係者が参画する協議の場において予め検討を行うことが必

要と考える。 

エ 母子保健に関する学識経験者の団体や住民からの意見の聴取 



 
 

オ 母子保健計画の決定・公表 

母子保健計画の決定後、ホームページ等で住民に公表することが求めら

れる。 

⑵ 都道府県が策定する母子保健計画について 

都道府県においては、広域的かつ専門的な視点から評価等を行うとともに、

当該評価等も踏まえつつ、域内の地方公共団体間の役割分担や連携方策の検

討等や域内の市町村に対する助言等を行うことが重要であることを念頭に

おいて、母子保健計画を策定すること。 

ア 体制の整備（母子保健と医療、福祉、教育等との連携体制の構築）、協

議の場の設置 

母子保健計画の策定に当たっては、関係行政機関、関係団体等との協議

の場を設けるなど、関係者の十分な連携の下に進めることが望ましい。具

体的には、母子保健や医療、福祉、教育等の関係部局や関係機関・団体、

有識者、住民の代表等から構成される母子保健運営協議会を設置するなど、

策定に当たっての体制整備をすることが求められる。 

イ 母子保健の現状把握・分析、住民のニーズ等の把握 

    都道府県は、各市町村が実施するニーズ調査・分析の結果を参考にしつ

つ、県全体の母子保健の現状把握・分析を行い、母子保健計画を策定する

こと。 

    なお、市町村がニーズ調査・分析を実施するにあっては、調査等が円滑

に行われるよう、市町村に対する助言を行うとともに、都道府県と市町村

がニーズ調査を共同して実施する場合には、都道府県が各市町村間の意見

調整を行い、調査・分析等に努めることが望ましいこと。 

ウ 協議の場での検討（母子保健計画の目的、基本理念や骨子、課題や指標

の数値目標、評価・見直し、結果の公表について等） 

     前述のとおり、都道府県は、県内の課題の把握等を広域的かつ専門的な

立場から行い、課題解決に向けて、県型保健所や指定都市、中核市、市町

村といった地方公共団体間の役割分担や連携方策の検討等を行うことが

求められる。また、都道府県は県全体の母子保健の課題を明確化し、健康

格差の解消に向けた母子保健計画を策定し、定期的な評価、結果の公表を

することが求められる。こうしたことを踏まえ、その具体的な方策、内容

等について関係者が参画する協議の場において予め検討を行うことが必

要と考える。 

エ 母子保健に関する学識経験者の団体や住民からの意見の聴取 

オ 母子保健計画の決定・公表 

母子保健計画の決定後、ホームページ等で住民に公表することが求めら

れる。 

 

５ 母子保健計画の期間 

母子保健計画の期間については、地域の実情に応じて、適宜設定して差し支

えない。 



 
 

 

６ 他計画等との関係 

母子保健計画の策定に当たっては、他の法律の規定による計画、指針等であ

って母子保健に関する事項を定めるものとの調和が保たれるようにするとと

もに、公衆衛生、社会福祉その他の母子保健と密接に関連を有する施策との連

携を図るよう努めること。母子保健に関する内容又は母子保健と密接に関連す

る内容を含む計画等には、例えば次のようなものがある。 

これらの計画のうち、特に、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動

計画及び都道府県行動計画については、母子保健に関する事項も盛り込むこと

とされていることから、これらの計画と母子保健計画を一体的に策定しても差

し支えない。ただし、その場合には、母子保健計画に係る部分を取り出して状

況把握、評価等が確実に行えるよう工夫することが必要である。また、子育て

支援計画等と一体的に取り組むだけではなく、母子保健の一義的な目的である、

母子の生命を守り、母子の健康の保持・増進を図ることを念頭においた計画づ

くりが求められる。 

 

⑴ 健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）に定める基本方針及び都道府県健

康増進計画 

⑵ 次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）に定める市町村行

動計画及び都道府県行動計画 

⑶ 少子化社会対策基本法（平成 15 年法律第 133 号）第７条の規定に基づく

大綱（「子ども・子育てビジョン」（平成 22 年１月 29 日閣議決定）） 

⑷ 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）に基づく子ども・子育て

支援事業計画及び都道府県子ども・子育て支援事業支援計画 

⑸ 食育基本法（平成 17 年法律第 63 号）に基づく食育推進基本計画 

⑹ 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の３の規定に基づく基本方針及

び第 30 条の４の規定に基づく医療計画 

⑺ がん対策基本法（平成 18 年法律第 98 号）に基づくがん対策推進基本計画

及び都道府県がん対策推進計画 

 

第３ 母子保健計画の推進等 

１ 母子保健計画の推進体制 

母子保健計画の推進体制については、第２の４の⑴⑵に定める協議の場を設

けるなど、関係者が互いに情報を共有することにより、信頼関係を醸成し、円

滑な連携が推進されるような体制を構築することが望ましい。 

 

２ 母子保健計画の推進状況の把握、評価及び再検討 

   母子保健計画の実効性を上げるためには、具体的な数値目標の設定と評価を

行い、その評価結果に基づき、計画の内容を見直すことが重要である。 

   そのため、第２の３の⑷に示すとおり、施策の目標、推進体制、推進方策、

評価・見直し方法（評価を行う組織を含む。）等を計画において、予め明らか



 
 

にした上で、少なくとも５年を目途に母子保健計画の評価を行い、計画の見直

しをすること。但し、指標のデータ等は、計画期間に関わらず、経年推移を把

握する必要がある。 

母子保健計画の策定に当たっては、各地方公共団体において指標を把握して

いただくこととなるが、こうしたデータについては、各地方公共団体における

事業の評価への活用が有用であるのみならず、国において全国的な視点から評

価等を行うことにより、地域間の健康格差の是正等に資するものである。この

ため、各地方公共団体においては、把握したデータを、国と共有することが可

能となるような体制を整えることをお願いする。 


